
１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 25　地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　予防課 作成者 課長　中川  朝日出

事業別行政サービス成果表

事業名 火災予防事業 決算書頁 284

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

市民及び事業所の防火意識・知識の向上

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

80,030 △ 1,714

内
　
訳

事業費 1,035 1,157 △ 122 国県支出金 46 84

総 事 業 費 79,092 80,825 △ 1,733 一般財源 78,316

△ 38

職員人件費 78,057 79,668 △ 1,611 地方債

参考
職員数（人） 9 9 特定財源（その他） 730 711

公債費 特定財源（都市計画税）

19

再任用職員数（人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 市の区域内に存する人数（居住している人数及び事業所に勤務する人数）

（３）参画と協働の主な手法（実績） 講座・講習会

<細事業１> 火災予防体制推進事業 細事業事業費 1,035

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市の区域内に存する人（居住している人及び事業者含む。）

（４）２６年度の取組と成果

　消防法や火災予防条例等は、火災の発生防止等のため、市の区域内の存する人（居住している人及び事
業者含む。）に対して、遵守義務を定めている。例えば、一般住宅での住宅用火災警報器の設置義務、一定
の規模の社会福祉施設でのスプリンクラー設備の設置義務、ガソリンスタンドを設置する場合の許可を受け
る義務など多くの規制がある。
　
　これらの規制が適法に推移するよう、事業所の防火に係る届出や申請に基づく許認可等の審査及び検査
を行っている。さらには、消防法に基づき、事業所への立ち入り検査を行い、違反事項の是正指導や死傷者
が発生した場合の社会的責任を事業所関係者に認識させることで、自らが火災予防に励み、事業所全体に
防火意識が普及するよう指導している。また、市民の防火意識が向上するよう、命を守る防火教室や一人暮
らし高齢者宅の防火訪問を行っている。
　
　事業所への立ち入り検査では、立ち入り検査の間隔が長期間とならないよう定期的に実施した結果、火災
予防の実施主体が事業所の関係者にあるという認識が根付き、適法な状態が維持され、従業員及びその事
業所を利用する市民の安全が図られている。また、一人暮らし高齢者宅の防火訪問、命を守る防火教室、各
種訓練など多数の人が集う場所等で住宅用火災警報器の設置、維持管理の普及啓発を行った結果、平成２
６年度における住宅用火災警報器の設置率は、全国平均６６．９％、兵庫県平均６９．４％に対し、本市は８
８．０％で周知率は全国平均７９．０％、兵庫県平均８２．６％に対し、本市は９７．０％といずれも全国平均、
兵庫県平均を上回っている。
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

   住宅用火災警報器の設置促進が周知率９７．０％となったことに
より、今後は、街頭広報や各種訓練、イベント開催時等における
広報及びホームページや広報誌への掲載により、住宅用火災警
報器の点検及び維持の必要性の周知にウエイトを置き、火災の
少ない街づくりのため、市民の防火意識が向上するよう種々の啓
発活動を行う。

幼年消防クラブ員に対し、防火教育を実施することにより、幼少
期から防火意識を根付かせ、防火が文化となるように活動を行
う。

命を守る防火教室を署所と連携して実施し、出火率の低減をめ
ざす。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 事業所においては、繰り返し違反がないよう対話型の査察を根
気強く行い、その結果、従業員の防火意識の向上が如実に表れ
ている。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

近年、防火に係る法令改正が多く、予防課員の必要と
する予防技術も膨大に広がり、当該職員の育成に多大な
時間を要している。

危険物許可施設数及び査察数
年度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

施設数 １６５施設 １６０施設 １３９施設 １４２施設 １３９施設
査察数 １０２回 １９９回 ２１７回 １６５回 １６９回

防火対象物(事業所)数及び査察数
年度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

施設数 ２４００施設 ２４２０施設 ２４３３施設 ２４７６施設 ２５３３施設
査察数 ９３６回 ９４６回 ８４１回 ６７２回 ８３２回

一人暮らし高齢者宅　防火訪問
年度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

訪問回数 ６２８回 ３３４回 ３５３回 ６７９回 ７０２回
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 25　地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　総務課 作成者 課長　石倉 和也

事業別行政サービス成果表

事業名 消防団活動推進事業 決算書頁 288

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

消防団活動の支援

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

72,136 △ 1,255

内
　
訳

事業費 51,781 54,376 △ 2,595 国県支出金

総 事 業 費 75,642 92,809 △ 17,167 一般財源 70,881

職員人件費 8,673 8,852 △ 179 地方債 14,500 △ 14,500

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他） 4,761 6,173

公債費 15,188 29,581 △ 14,393 特定財源（都市計画税）

△ 1,412

再任用職員数（人）

（４）２６年度の取組と成果

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） ３５８人

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 消防団活動推進事業 細事業事業費 49,924

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 消防団男性団員

消防操法大会の様子 秋季火災予防運動中における放水訓練の様子 

男性消防団員の出場状況（延べ人数）

男性消防団員の実員数（人数） （年度末現在）
H22 H23 H24 H25 H26

358363 362 359 359

２６年度実績

年末警戒訓練等出場火災等出場
895 818 699
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（単位:千円）

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

<細事業２> 女性消防団活動推進事業 細事業事業費 1,857

（４）２６年度の取組と成果

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 消防団女性団員

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） １９人

（３）参画と協働の主な手法（実績）

地域防災の要となる消防団員は、全国的にみても年々減少して
おり、本市においても同様である。しかし、消防団の有する「要員
動員力」、「地域密着性」、「即時対応力」は、大規模災害時や、地
域の防災力の向上に必要不可欠である。

今後も、女性消防団員を含め、条例定数を満たすよう団員の確
保に努めるとともに、消防団員の資質向上、さらには、退職した消
防団員が地域防災の一助となり、地域で嘱望される人材に育成す
るため、様々な災害状況に応じた訓練や安全管理等を目的とした
研修等を実施し、消防団活動を支援していく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 訓練や研修等を効率よく行うことにより、消防団員の災害対応
力等の向上が図られた。

これにより、平成２６年８月の台風１１号や同月に発生した他の
豪雨災害時にも消防団の機動力を如何なく発揮し、被害の軽減に
寄与した。

また、女性消防団員においては、兵庫県消防学校での女性消
防団員研修等により修得した救命講習普及員としての知識をもと
に、地域住民等を対象とした救命講習会等に参加するなど、幅広
く、防火や救命の啓発活動を行った。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

少子高齢化や就業形態の変化等に伴い、消防団員の
確保が困難な状況であるとともに、団員の高齢化が進展
している。しかし、大規模災害などの非常時や各地区で
の防火・防災の啓発活動においては、消防団員の動員
力や消防団員の有する能力・知識が必要不可欠である
ため、今後も団員の確保に努めるとともに、資質向上の
ための訓練や研修等を継続的に実施する必要がある。

兵庫県消防学校での女性消防団員研修の様子 

（他市町消防団との合同研修） 
消防出初式の様子 

女性消防団員の出場状況（延べ人数）

女性消防団員の実員数（人数）

20 19

（年度末現在）
H22 H23 H24 H25 H26

0 96 13

18 20 19

２６年度実績

火災等出場 訓練等出場 年末警戒
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 25　地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　総務課 作成者 課長　石倉 和也

事業別行政サービス成果表

事業名 消防団施設整備事業 決算書頁 290

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

消防団格納庫及び消防団車両の整備

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

2,217 △ 2,039

内
　
訳

事業費 20,378 19,917 461 国県支出金

総 事 業 費 20,378 19,917 461 一般財源 178

職員人件費 地方債 20,200 17,700 2,500

参考
職員数（人） 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 消防団格納庫　３０棟、消防団車両　３２台

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 消防団施設整備事業 細事業事業費 20,378

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 消防団　１１分団 ３１部

（４）２６年度の取組と成果

    この事業は、消防団車両の更新及び消防団活動の拠点となる消防団格納庫の大規模な修繕・改修 

  を行う。 
 
平成２６年度の実績 

  ・消防団車両の更新（３台）     消 防 団 本 部（軽四広報車） 

                       第６分団西多田部（小型動力消防ポンプ付積載車）   

                       第８分団西畦野部（小型動力消防ポンプ付積載車）  
 

  ・消防団格納庫の修繕・改修は実施なし 

更新した、消防団本部の軽四広報車 
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

消防団格納庫や消防団車両の中には、経年により老朽化が見
受けられる部もあるが、消防団格納庫については、定期的に点検
するとともに、各部からの修理要請等に基づき、可能な限り修繕
工事を行う。

また、消防団車両においても老朽化した車両を年次的に更新
し、常に適切な状態で消防団活動が行われるよう環境を整備して
いく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 老朽化した消防団車両の更新を目的として、平成２５年度の国
の財源措置（緊急防災・減災事業債）を活用し、平成２６年度に配
備を完了した。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

消防団格納庫は車両と詰所の一体型として順次整備
しており、詰所のない格納庫や、老朽化の著しい格納庫
の建替えについて、検討していく必要がある。

また、消防団車両においても、老朽化した車両を年次
的に更新する必要がある。

更新した、第６分団西多田部の 

小型動力消防ポンプ付積載車 

更新した、第８分団西畦野部の 

小型動力消防ポンプ付積載車 
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

　

　　【川西市国民保護計画の目的】
　　     川西市国民保護計画は、武力攻撃事態等から市民の生命、身体及び財産を保護し、市民生活及び経済に及ぼす
　　　影響が最小となるよう、住民の避難、避難住民の援護、武力攻撃災害への対処など保護措置を迅速かつ的確に実
　　　施することを目的とする。

　　【取組】
　　　  川西市国民保護計画について、関係組織等に関する変更事項を修正し、平成２６年度版を作成した。

    【成果】
       　最新の情報を掲載した川西市国民保護計画を関係機関に配布し、非常時の連携体制を確認した。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 国民保護事業 細事業事業費 75

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民及び市域内への通勤、通学者並びに旅行等で市域内に滞在する人等

参考
職員数（人） 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

74 1

内
　
訳

事業費 75 74 1 国県支出金

総 事 業 費 75 74 1 一般財源 75

職員人件費 地方債

武力攻撃事態等から市民の生命、身体及び財産を保護し、市民生活及び経済に及ぼす影響を最小にする

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 総務部　危機管理室 作成者 主幹　岡本　勝

事業別行政サービス成果表

事業名 国民保護事業 決算書頁 120

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

川西市国民保護計画に基づき、各関係機関との情報共有を図
り、武力攻撃事態等の発生時の連絡体制等を強化していく。

また、国民保護計画について、市民等への周知に努め、有事の
際における市民等への情報伝達手段として、防災行政無線の活
用を検討する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 国民保護事業については、国、県及び他の地方公共団体、そ
の他の機関と相互に協力し、武力攻撃事態等への対処に関し、必
要な措置を迅速かつ効果的に実施できる体制の構築が必要とな
るため、関係機関の組織改正に伴い川西市国民保護計画を修正
した。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

有事の際における市民等への情報伝達手段の構築が
必要である。

 

【市国民保護計画に定める事項】 

  （ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律  第３５条－２） 

①  当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置の総合的な推進に関する事項  

②  市町村が実施する第十六条第一項及び第二項に規定する国民の保護のための措置に関する事項  

③  国民の保護のための措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に関する事項  

④  国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項  

⑤  国民の保護のための措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連携に関する事項  

⑥  前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し市町村長が必要 

   と認める事項  
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 健康福祉部　福祉政策課 作成者 課長　武富　祥平

事業別行政サービス成果表

事業名 災害救助事業 決算書頁 194

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

市内で発生した災害の被災者に対し、見舞金を給付する

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

130 240

内
　
訳

事業費 370 130 240 国県支出金

総 事 業 費 370 130 240 一般財源 370

職員人件費 地方債

参考
職員数（人） 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） １０件

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 災害救助事業 細事業事業費 370

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 災害による被災世帯

（４）２６年度の取組と成果

　
　●　家屋の半焼・半壊以上の被害及び火災により死亡された世帯に見舞金を給付した。
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

災害見舞金を支給するとともに、被災された方々の生活再建に
少しでも手助けができるよう、必要な情報を集約したパンフレット
の作成を行う。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 　 災害により被害を受けられた方に対し、見舞金を支給した。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

火災で被害を受けられた方々に対し見舞金を支給する
だけでは、新たな生活をスタートできないケースもあるこ
とから、必要な情報や相談窓口などの情報を集約した、
パンフレットなどを作成し、支援する必要がある。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

4件 200千円 6件 300千円 9件 450千円

平成25年度 平成26年度

件数 支給額 件数 支給額 件数 支給額 件数 支給額 件数 支給額 件数 支給額

1件 50千円 3件 150千円

- - 4件 200千円

火災による半焼 － － 1件 20千円 1件 20千円 － － 1件 20千円 1件 20千円

火災による全焼 1件 50千円

－ －

1件 50千円 2件 100千円

火災による水損 － － 2件 20千円 1件 10千円 1件 10千円 - - 1件 10千円

火災による死亡 － － 2件 100千円

3件 60千円 2件 40千円

合計 1件 50千円 9件 340千円 9件 380千円 13件 610千円 5件 130千円 10件 370千円

災害による半壊 － － － － － －
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

・公共事業急傾斜地崩壊対策事業
　　　　　　　　加茂（３）地区（市負担金）
１０，０００千円×２／１０＝２，０００千円
測量調査
・県単独事業急傾斜地崩壊対策事業
　　　　　　　　笹部（１）地区（市負担金）
３，０００千円×１／１０＝３００千円
測量調査

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 事業箇所：２箇所

（３）参画と協働の主な手法（実績） 住民説明会の開催

<細事業１> 急傾斜地対策事業 細事業事業費 2,300

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 川西市加茂２丁目地内　外

△ 12,900

参考
職員数（人） 特定財源（その他） 478 3,060

公債費 特定財源（都市計画税）

△ 2,582

再任用職員数（人）

3,813 △ 3,791

内
　
訳

事業費 2,300 21,573 △ 19,273 国県支出金

総 事 業 費 2,300 21,573 △ 19,273 一般財源 22

職員人件費 地方債 1,800 14,700

急傾斜地崩壊のおそれがある土地を急傾斜地崩壊危険区域に指定し、対策工法を実施し安全を図る

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 都市整備部　道路整備課 作成者 課長　奥田　徹

事業別行政サービス成果表

事業名 急傾斜地対策事業 決算書頁 250

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

加茂（３）地区 
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

加茂（１）地区、笹部（３）地区においては、今後、設計業務を経
て工事着手となる。

その他の地区で地元から対策工事の要望がある箇所について
は、急傾斜地の区域指定及び工事着手を早期に実施されるよう
兵庫県に要望する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 加茂（１）地区、笹部（３）地区において、工事に向けた測量・
ボーリング調査業務が完了し、その結果を地区住民へ説明した。おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

急傾斜地崩壊対策事業対象地区について、事業化区
域については引続き対応を進め、事業化区域外について
も早期実施に向け、兵庫県に要望していく必要がある。

笹部（１）地区 
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　消防課 作成者 課長　　渡邊  興一

事業別行政サービス成果表

事業名 消防活動事業 決算書頁 282

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

消防活動の充実及び強化

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

950,601 △ 5,708

内
　
訳

事業費 333,634 57,390 276,244 国県支出金

総 事 業 費 1,210,393 968,301 242,092 一般財源 944,893

職員人件費 773,409 785,708 △ 12,299 地方債 265,500 17,700 247,800

参考
職員数（人） 86 87 △ 1 特定財源（その他）

公債費 103,350 125,203 △ 21,853 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人） 7 4 3

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 火災救助出動事業 細事業事業費 43,491

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民全般

（４）２６年度の取組と成果

 　火災、救助、その他の災害時における消防活動を迅速かつ円滑に行うために、資器材の整備を行うとともに、情報通信のセ
キュリティ確保を図るために情報通信用機器の整備を行い、災害現場活動等に万全を期した。
　また、宝塚市、川西市及び猪名川町間において、救急出場に伴う更なる応援体制を構築した。

　新規購入資器材
　・　火災原因調査用デジタルカメラ　１基
　・　エアーソー用減圧器（３０Ｍpa対応）　１基
　・　マイティバッグ用減圧器（３０Ｍpa対応）　１基
　・　消防ホース　３５本
　・　空気ボンベ（３０Ｍpa対応）　１本
　・　火災報告オンライン処理システム用パーソナルコンピュータ　１基
　・　住基データ転送用パーソナルコンピュータ　２式

火災・救助・その他出場件数（件）    （歴年）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

41 39 46 42 31

55 88 114 101 92

408 439 485 408 442

(275) (307) (312) (242) (277)

その他
(うち救急支援)

火災

救助

住基データ転送用ＰＣ 

（暦年） 
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（単位:千円）

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 消防職員

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 143名

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業２> 消防警備・訓練事業 細事業事業費 9,813

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 消防自動車・救急自動車等

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 消防自動車１８台・救急自動車５台・その他の車両１６台

（３）参画と協働の主な手法（実績）

（４）２６年度の取組と成果

<細事業３> 消防設備維持管理事業 細事業事業費 280,330

　 災害現場における迅速な現場活動を展開するため、訓練を反復実施するとともに検証を行い、隊員個々の能力向上を図っ
た。
　 交通事故を防止するため事故原因の分析を行い、その結果に基づき座学及び実技研修を実施し、交通事故件数を減少させ
た。

現有消防力をより一層充実・強化するとともに、迅速かつ的確
な消防活動を実施するため、災害現場に即応する各種訓練を計
画的に実施するとともに、消防車両、救急車両及び資器材等の整
備を継続的に実施する。

また、平成２９年３月の新名神高速道路開通に伴う、消防体制
の強化に向けた取り組みを前向きに計画する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

（４）２６年度の取組と成果

　各種災害に対応するために必要な車両を計画的に整備した。また、臨時の故障等に対処するとともに、消防ポンプ自動車故
障時等に対応できるよう予備車を配置することにより、消防力の維持及び強化を図った。
　更新車両は次のとおり。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 事業の目的とする内容は概ね達成できており、今後も継続して
実施できるよう計画を策定していく。おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

災害は複雑多様化しており、今後も保有資器材を有効
活用するとともに、各種訓練や現場活動の検証を通し
て、組織的に知識や技術を継承していくことが必要とな
る。

はしご車 救急車 ポンプ車 指揮車 

救助訓練 消防訓練 機関実技訓練 
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

　救急出場体制の強化を図るとともに、救急隊員の知識及び技術の向上を図るため、選任救急救命士に対しては生涯教育とな
る研修会に参加させるとともに、年次計画に基づき新規救急救命士及び気管挿管認定救命士等の養成を図った。
　また、救急救命士が行う救命処置が円滑に実施できるよう、患者観察資器材等の強化を図った。

　新規購入資器材
　　　・ポケットＣＯ２モニター　　　　　４基
　　　・ビデオ硬性挿管用喉頭鏡　　 １基

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 救急出動事業 細事業事業費 13,558

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民全般

参考
職員数（人） 38 38 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

352,435 △ 8,266

内
　
訳

事業費 14,595 16,059 △ 1,464 国県支出金

総 事 業 費 344,169 352,435 △ 8,266 一般財源 344,169

職員人件費 329,574 336,376 △ 6,802 地方債

迅速で的確な救急現場活動及び救命効果の向上

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　消防課 作成者 課長　　渡邊 興一

事業別行政サービス成果表

事業名 救急活動事業 決算書頁 284

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

救急出場件数 （歴年）

年 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

件数 6,728 7,349 7,562 7,432 7,505

ポケットＣＯ２モニター 

（暦年） 

救急救命士の養成状況（人） (年度)

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 合計

2 1 2 2 1 8

3 2 2 2 2 11

3 1 2 2 1 9

3 6 5 14

薬剤認定救急救命士

ビデオ硬性挿管用喉頭鏡
認定救急救命士

救急救命士

気管挿管認定救急救命士
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（単位:千円）

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

救急出場件数の増加に伴う現場到着所要時間の増加は、適正
利用のみならず救急車の総台数にも左右されるところがあり、消
防力の整備指針に示される保有台数を目標に台数の増強を図
り、現場到着所要時間の短縮を図る必要がある。

年次計画に基づく救急救命士、気管挿管認定救命士及びビデ
オ硬性挿管用喉頭鏡認定救命士等の養成及び救急救命士の生
涯教育を実施するとともに、訓練を通じた救急隊及び支援隊によ
る連携強化、知識、技術の向上をめざす。

また、市民に応急手当ての必要性を理解してもらうため、積極
的な講習会への参加を促せるよう短時間の新たな講習を計画す
る必要がある。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 事業の目的とする内容は概ね達成できており、今後も継続して
実施できるよう計画を策定していく。おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

救急出場件数は前年に比較して増加しており、現場到
着所要時間は前年に比較して０．２分増の６．１分となっ
た。

救急車１台あたりの救急出場件数は１，８７６件と多く
なっており、救急車の適正利用については、今後も継続
して市民等に理解を求める必要がある。

　救命効果を向上させるため、市民に普通救命講習会への参加を啓発するとともに、出前講座による救急講習を広く展開し、Ａ
ＥＤを用いた心肺蘇生法の必要性を強く働きかけ、普通救命講習会への受講を促した。
　また、救急医療週間行事の一環として「ＱＱひろば」を開催するとともに、大規模救命講習会「Push ! Push ! Push ! ひろめよう
救命の輪inかわにし」を開催し、応急手当ての必要性について啓発した。

　　大規模救命講習会参加者　　　市民等　１３６名

（４）２６年度の取組と成果

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民全般

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業２> 応急手当普及啓発事業 細事業事業費 1,037

ＱＱひろば 大規模救命講習会 
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 消防庁舎６庁舎

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 消防庁舎・施設維持管理整備事業 細事業事業費 196,265

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 消防庁舎

42,800

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他） 139 88

公債費 4,282 43 4,239 特定財源（都市計画税）

51

再任用職員数（人）

37,484 32,042

内
　
訳

事業費 196,265 115,529 80,736 国県支出金 18,755

総 事 業 費 209,220 115,572 93,648 一般財源 69,526

18,755

職員人件費 8,673 8,673 地方債 120,800 78,000

消防活動の拠点となる消防庁舎の保守管理及び整備

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　総務課 作成者 課長　石倉 和也

事業別行政サービス成果表

事業名 消防施設維持管理事業 決算書頁 286

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

  

  消防活動の拠点となる消防庁舎の維持管理及び整備を行い、良好な執務環境を維持する。 

  また、防災拠点としての耐震基準を満たしていない庁舎への対応を実施する。 
 
 

平成２６年度に実施した、主な内容 

 

南  消  防  署   ：  平成２５年度末にＮＴＴ川西別館（丸の内町）へ暫定移転したことにより、耐震強度に問題のあっ 

               た旧庁舎（美園町）の解体工事を実施した。 

南消防署久代出張所 ：  昭和４７年に建設された久代出張所において、老朽化及び耐震基準を大きく下回っていたこと 

               により、市上下水道局坂之上調整池の敷地の一部を借用し、建替えを実施した。  
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

今後は、早期に、防災拠点としての耐震強度を満たしていない
消防本部移転のための庁舎建設および南消防署に訓練場を併設
した庁舎の建設が必要となる。

また、（仮称）新名神高速道路川西ICが建設・開通することを踏
まえ、高速道路上における災害にも対応できるよう、消防力の強
化をめざした庁舎整備を目標とする。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 耐震強度の著しく低い老朽化した南消防署久代出張所の建設
工事を終え、防災拠点としての安全性が確保できた。

平成25年度末に暫定移転を完了した南消防署の旧庁舎の解体
工事が完了した。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

北消防署管内の消防庁舎は昭和５０年前後に建設さ
れたもので、老朽化しているため、継続した維持管理が
必要となる。

新しくなった、 

南消防署久代出張所 
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　消防課 作成者 課長　　渡邊  興一

事業別行政サービス成果表

事業名 消防施設整備事業 決算書頁 290

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

消防水利の設置及び維持管理

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

20,810 △ 9,771

内
　
訳

事業費 1,267 10,244 △ 8,977 国県支出金

総 事 業 費 11,080 20,851 △ 9,771 一般財源 11,039

職員人件費 8,673 8,852 △ 179 地方債

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他） 41 41

公債費 1,140 1,755 △ 615 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 消火栓２，２０４基　・　防火水槽４２３基

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 消防施設整備事業 細事業事業費 1,267

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 消火栓及び防火水槽

（４）２６年度の取組と成果

　既存防火水槽の施設整備等の維持管理を図った。

　防火水槽修繕箇所
　　　・標識移設　　 　　　１箇所
　　　・フェンス等修理　　２箇所

　防火水槽敷地除草
　　　３１箇所　年２回実施

（年度）

年度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

箇所数 3 8 6 5 3

防火水槽修繕数
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

消防水利の設置に際しては、消火栓に偏ることなく防火水槽も
設置していく必要があり、キセラ川西地区では計画的に防火水槽
を設置する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 事業の目的とする内容は概ね達成できており、今後も継続して
実施できるよう計画を策定していく。おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

既存の消防水利を常時使用可能な、良好な状態に維
持管理するとともに、設置後年数を経過している防火水
槽等の計画的な維持管理を実施する必要がある。

また、消防水利の不足している地域への消防水利の
設置等、消防水利の増強を計画的に実施する必要があ
る。

防火水槽修繕箇所 
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

   　　風水害発生に際し、被害の軽減を図り公共の安全を保持するため、気象情報の収集や市民への災害情報の配信、
    水防体制の強化を図るとともに、市民への風水害に対する防災意識の向上に努めた。

　【取組】
　　・ 警報等発表時には防災気象情報等を基に、迅速な水防活動に取り組んだ。

　　・消防団員、国土交通省猪名川河川事務所との合同水防訓練等を通じて水防活動体制の強化に取り組んだ。

　　・風水害時の避難方法等に関するまちづくり出前講座等を実施し、防災・減災意識の向上に取り組んだ。
　

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績） 講座・講習会 審議会等の付属機関 その他（川西市水防訓練）

<細事業１> 水防事業 細事業事業費 4,802

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民及び市域内への通勤、通学者並びに旅行等で市域内に滞在する人等

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他） 44 87

公債費 1,067 1,071 △ 4 特定財源（都市計画税）

△ 43

再任用職員数（人） 1 1

19,591 △ 1,160

内
　
訳

事業費 4,802 5,859 △ 1,057 国県支出金

総 事 業 費 18,475 19,678 △ 1,203 一般財源 18,431

職員人件費 12,606 12,748 △ 142 地方債

洪水等に際し、水害を警戒、防御し、これらの災害による被害を軽減することにより、公共の安全を保持する

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 総務部　危機管理室 作成者 主幹　岡本　勝

事業別行政サービス成果表

事業名 水防事業 決算書頁 290

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

関係機関との合同水防訓練 

-257-



５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

  【成果】
　　・警報等発表時には、速やかに警戒配備体制を整え、情報収集に努め、防災気象情報を活用しながら、一庫ダム管理
　　　所等と連携を図るなど被害の軽減に努めた。
　　　台風第１１号（平成２６年８月９日～１０日）の接近に伴い、市職員、市消防団員、合計５７０名態勢で警戒した。

　　・風水害に備え、合同水防訓練を平成２６年５月２９日（木）に猪名川河川防災ステーションで実施した。
　　　参加者：市職員、市消防団員、国土交通省猪名川河川事務所、合計１１０名

　　・風水害についての防災意識の向上を図るため、地域の団体等を対象に風水害時の対応等についてのまちづくり出前
　　　講座を実施した。

風水害時等の適切な避難誘導に向けて、避難勧告等の判断・
伝達マニュアルを整備する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 常に気象情報等に注意し収集を行い、気象警報等発表時に
は、速やかに警戒体制を整えた。

また、各地域において、自主防災組織をはじめとして、各種団
体等を対象に水害時の対応等についてのまちづくり出前講座を開
催し、防災意識の向上に取り組んだ。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

風水害時における避難勧告等の緊急情報について、
住民への迅速かつ正確な情報を伝達しなければならな
い。また、併せて土砂災害等の危険情報や避難時期、経
路などについて、周知に努めていく必要がある。

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

警戒配備準備体制 ５回 ０回 ２回 ３回 １回

警戒配備体制 ５回 ３回 １１回 ４回 ２回

第１号配備体制 ０回 ２回 １回 ０回 ２回

第２号配備体制 ０回 ０回 ０回 １回 ２回

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

まちづくり出前講座回数 ８回 ５回 ４回 ５回 ２３回

参加者数 ２７５名 １４１名 １２８名 ２７８名 ７５４名

水防活動状況（水防配備体制）

まちづくり出前講座等実施状況
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

　
    　　大規模災害発生時に的確な対応ができるよう市地域防災計画を修正し、また、関係機関の協力を得て 市防災訓練
     を実施した。
　　　　さらに、継続事業として、災害発生時に市民へ迅速かつ的確に情報を伝達する手段として防災行政無線の整備を進
　　めた。

　　【取組】
　　　・災害対策基本法の改正等により、地震被害想定の見直しや避難所の指定に関する事項など、市地域防災計の
　　　　修正を行った。
　　　・備蓄食糧及び備蓄資機材を計画的に整備した。
　　　・阪神・淡路大震災から２０年目を迎え、大地震を想定した市防災訓練を各関係機関の協力を得て実施した。
　　　　また、震災の記憶を風化させないため、東日本大震災と家族をテーマにした映画上映会も実施した。
　　　・災害発生時に市民への迅速な情報伝達手段として防災行政無線の整備を進めた。
　　　・東日本大震災の被災地へ職員を継続的に派遣した。
　　　・兵庫県が実施する防災リーダー養成講座を受講し資格を取得した市民に、交通費や登録料を助成した。
　
　　【成果】
　　　・アルファー米や飲料水、毛布等の備蓄食糧等を整備した。
　　　・市防災訓練を平成２７年１月１５日に県事業に基づき、市役所にて防災図上訓練、牧の台小学校にて避難所開設
　　　　運営訓練、市内全域にてシェイクアウト訓練を各関係機関の協力を得て実施した。
　　　　参加者等　防災図上訓練：４団体、８０名　避難所開設・運営訓練：４団体、６１名　シェイクアウト訓練：１８，５４１名
　　　・市防災訓練に合わせて実施した映画「家路」では、４５６名が参加した。
　　　・防災行政無線の整備は、平成２５年度から平成２７年度までの継続事業であり、平成２６年度は拡声子局等の整備
　　　　を実施した。
　　　・東日本大震災に伴う復興業務を支援するため、阪神支援チームの一員として、被災地（南三陸町、女川町）へ職員
　　　　を各１名派遣した。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績） 審議会等の付属機関 補助、助成、報償 その他（川西市防災訓練）

<細事業１> 災害対策事業 細事業事業費 36,984

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民及び市域内への通勤、通学者並びに旅行等で市域内に滞在する人等

△ 45,900

参考
職員数（人） 4 4 特定財源（その他） 3,590 3,019

公債費 238 10 228 特定財源（都市計画税）

571

再任用職員数（人） 1 1

54,318 △ 4,361

内
　
訳

事業費 36,984 86,223 △ 49,239 国県支出金

総 事 業 費 75,847 125,537 △ 49,690 一般財源 49,957

職員人件費 38,625 39,304 △ 679 地方債 22,300 68,200

大規模災害に備え、防災活動を総合的、かつ計画的に実施することにより、災害の被害を軽減する

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 総務部　危機管理室 作成者 主幹　岡本　勝

事業別行政サービス成果表

事業名 災害対策事業 決算書頁 292

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

       ・地域の防災リーダーを育成するため、兵庫県が実施する防災リーダー養成講座を受講し、防災士の資格を取得した
　　　　市民に、交通費や登録料等を助成した。

近年、日本各地に大規模な自然災害が発生している。本市にお
いてもこれらの災害に対応するため、市地域防災計画の修正や、
備蓄食糧、備蓄資機材等の充実を図り、災害発生時に的確な対
応ができるよう防災体制の強化に努めていく。

また、自主防災組織や防災関係機関との合同訓練や、災害時
の協定締結を行なうなど連携を図っていく。

さらに、市民への緊急時に迅速かつ正確な情報を提供するた
め、平成２７年度末の完成をめざし、防災行政無線の整備を進め
る。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 市地域防災計画の修正や備蓄食糧等の購入、災害時の避難
所の開設や生活物資確保の確保（協定の締結）など、災害時の防
災体制における強化に努めた。

また、市民へ迅速かつ正確な情報提供を行うため、防災行政無
線の整備を引き続き進めた。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

大規模災害に対応するため、防災力の向上や備蓄品
の充実を図るとともに、自主防災組織や防災関係機関等
と連携を図り、市全体として防災体制の強化に取り組ん
でいく必要がある。

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

アルファー米等 23,848食 27,950食 24,850食 25,600食 27,550食

飲料水（500ｍｌ） 960本 1,560本 1,608本 5,640本 6,432本

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

備蓄用毛布 4,365枚 5,132枚 5,302枚 5,840枚 6,345枚

備蓄用トイレ ７基 ８基 １５基 ３１基 ３７基

Ｈ２２以前 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

資格取得者数 ２０名 ２９名 ３９名 ４６名 ５２名

Ｈ２２以前 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

５団体 ５団体 ７団体 ８団体 ９団体

５団体 ６団体 ６団体 ６団体 ６団体

１団体 １団体 ２団体 ３団体 ５団体

４団体 ４団体 ５団体 ５団体 ７団体

主な備蓄用食糧の備蓄状況

備蓄用毛布・トイレ備蓄状況

食糧・生活物資等の供給

防災リーダー資格取得者状況

土木・清掃・水道・測量関係

避難所開設関係

医療・避難・救助等の支援

各種協定締結状況（地方公共団体等は除く）
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 都市整備部　まちづくり推進室 作成者 室長　河合　章宏 

事業別行政サービス成果表

事業名 道路等災害復旧事業 決算書頁 344

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

豪雨や台風により被災を受けた道路等を早急に復旧し現状回復を図る

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

6,769 △ 6,626

内
　
訳

事業費 17,167 6,769 10,398 国県支出金 2,724

総 事 業 費 17,167 6,769 10,398 一般財源 143

2,724

職員人件費 地方債 14,300 14,300

参考
職員数（人） 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 復旧箇所数：２箇所　　委託：３箇所

（３）参画と協働の主な手法（実績） その他（工事の通知）

<細事業１> 道路等災害復旧事業 細事業事業費 17,167

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 川西市赤松地内　外

（４）２６年度の取組と成果

【復旧工事】　８月の豪雨により被災した道路等の復旧工事
・市道２８２号災害復旧工事
・国崎地内道路法面復旧工事
・市道２７８号災害復旧工事（前払金）
【測量・設計業務委託】
・災害復旧護岸詳細設計業務委託
・市道１４４９号道路構造物測量設計委託業務
・災害復旧測量業務委託

市道１４４９号 

工事箇所 
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

災害に強い道路等施設の構築と災害発生後の迅速な対応のた
めの体制づくりを行う。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 豪雨による水路及び道路施設の崩壊に対し、復旧のための測
量・設計業務と復旧工事を行った。おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

災害に強い道路等施設の構築と災害発生後の迅速な
対応のための体制づくりが必要である。

市道２８２号 

Ｎ

清和台西三

清和台配水池

１ ７ ３ ． ８

２００

清和台配水池

１
６
０

１
８
０ サ

ン
ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ

１ ７ ３ ． ８

１ ６ ９ ． ０

２００

１ ４ １ ． １

１ ６ ６ ． ２

Ｗ
清

１ ２ ５ ． １

１ ４
０

１ ３ ６ ． ９

１
５
０

１ ５ ２ ． ６

１ ３ ０ ． ７

１ ４ ８ ． ３

１ ５ ３ ． ８

高
原
寺

１ ５ ６ ． １

赤松自治会館

１ ８ ６ ． ５

１ ６ ６ ． ４

１ ６ ４ ． ３

清和台西三

清和台配水池

１ ３ ５ ． ３

１ ４ ０ ． １

１ ８ ８ ． ７

１ ６ ９ ． ７

１
６
０

１
８
０ サ

ン
ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ

１ ７ ３ ． ８

１
９
０

２ １ ２ ． ２

２ ４ ６ ． ０

１ ７ ８ ． ６

２００

１ ９ ７ ． ６ 清和台配水池

１
６
０

１
８
０ サ

ン
ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ

１ ７ ３ ． ８

１ ６ ９ ． ０

Ｗ

１ ８０

１
６
０

１ ５ ５ ． ８

１ ８ ０ ． ９

１ ５ ０ ． ６

２ ２ ２ ． ４

１ ６ ３ ． ０

１ ３ ９ ． ２

２１
０

２００

１ ９ ７ ． ６

１ ９ ６ ． ２

工事箇所

市道２８２号 
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

　①川西市生活安全推進連絡協議会の開催
　　市内１３コミュニティから選出された、地域で主に防犯活動に取り組む方々や、防犯協会、交通安全協会、青少年補導委員
　会、川西警察署などの関係団体等で構成され、各地域における生活安全上の課題について協議するとともに、市内の犯罪
　状況や地域での防犯活動事例などについて、委員間で様々な情報交換を行い、地域での「安全・安心なまちづくり」に対する
　意識高揚につなげた。
　　　【平成２６年度実施内容】
　　　　協議会（年２回）、専門部会（年１回）
　　　　・各地域における生活安全活動にかかる課題とその回答
　　　　・川西警察署、消防本部等関係団体の状況報告など
　　　　・地域における防犯活動事例の報告

　②街頭犯罪防止啓発
　　犯罪抑止と街頭での被害者保護を目的として「こどもをまもる１１０番のくるま」事業や、青色回転灯車による地域の防犯パト
　ロール活動を支援した。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績） 共催、実行委員会 補助、助成、報償 その他（協議会の開催）

<細事業１> 生活安全事業 細事業事業費 3,797

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他） 2 2

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

13,264 △ 796

内
　
訳

事業費 3,797 4,414 △ 617 国県支出金

総 事 業 費 12,470 13,266 △ 796 一般財源 12,468

職員人件費 8,673 8,852 △ 179 地方債

地域の防犯力を高め、犯罪のない住みよいまちづくりに資する

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 27　生活安全の向上を図ります

所管部・課 市民生活部　生活相談課 作成者 課長　樋口　大造

事業別行政サービス成果表

事業名 生活安全事業 決算書頁 120

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

青色回転灯(パトロール)車の登録台数 (台)

防犯グループ 1 1 1 1 1

商工会 - 2 2 2 2

自治会 6 7 7 7 6

川西防犯協会 2 2 2 1 1

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

公用車 3 3 3 3 3

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

市役所車輌 170 180 180 184 184

郵便局車輌 30 30 30 30 30

郵便局バイク 155 155 155 155 155

自治会等 210 213 220 258 259

合計 565 578 585 627 628

「こどもをまもる１１０番のくるま」マグネットシート貸与枚数 (枚）
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

　③「安全・安心まちづくり川西市・猪名川町住民大会」の開催
　　市民等に対し、暴力団排除や青少年の健全育成など「安全で安心なまちづくり」の実現をめざし、川西防犯協会、猪名川町
　と共催で「安全・安心まちづくり川西市・猪名川町住民大会」を開催した。
　　　【平成２６年度開催概要】
　　　　会　　　場：川西市みつなかホール
　　　　参加人数：３３０人
　　　　内　　　容：安全安心講演会、兵庫県警察音楽隊による演奏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安全安心講演会の様子

　④川西市防犯カメラ設置事業補助金の交付
　　兵庫県が実施する「防犯カメラ設置補助事業」を活用して、防犯カメラを設置しようとする地域活動団体に対し、県とともに市
　においてもその設置費用の一部を補助することにより、防犯カメラの普及を促進し、市民にとって安全で安心なまちづくりの実
　現を図ることを目的として「川西市防犯カメラ設置事業補助金」を交付した。

「地域の安全は地域で守る」という考えのもと、引き続き、川西
警察、川西防犯協会等、関係団体との連携や、地域の自主的な
防犯活動に対する支援を継続していく。

また、生活安全推進連絡協議会における情報共有や、防犯カメ
ラ設置事業補助金の交付などにより地域の自主的な防犯活動の
支援を継続していく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 生活安全推進連絡協議会の開催や安全・安心まちづくり川西
市・猪名川町住民大会の開催など、地域や関係団体と行政が連
携するとともに、防犯カメラ設置事業補助金の交付などにより、地
域の安全確保に向けた取り組みの支援を行うことができた。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

地域の様々な団体によって、多様な防犯活動が実施さ
れており、継続して地域の防犯力向上に向けた支援をし
ていく必要がある。

防犯カメラ設置事業補助金の交付件数

設置箇所数 9 11

Ｈ２５ Ｈ２６

団体数 6 6
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 27　生活安全の向上を図ります

所管部・課 市民生活部　生活相談課 作成者 課長　樋口　大造

事業別行政サービス成果表

事業名 消費生活相談事業 決算書頁 234

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

消費者と事業者の間に生じた苦情処理・紛争解決の促進

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

18,540 △ 94

内
　
訳

事業費 11,894 11,464 430 国県支出金 2,121 1,776

総 事 業 費 20,567 20,316 251 一般財源 18,446

345

職員人件費 8,673 8,852 △ 179 地方債

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 消費生活相談事業 細事業事業費 11,894

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

（４）２６年度の取組と成果

① 消費生活における苦情・問合せ・要望に対して、個々の相談事項を解決するとともに、相談処理によって問題点を明らかに
　　し、商品、サービスの品質や取引方法等を改善させたり、一般消費者に情報提供したりすることによって、被害の拡大防止
　  や未然防止を図った。

 
 

相談処理件数（件）

7

受付総件数 C+D 2,2772,012 2,003 2,060 2,290

継続件数 D 572 35 20

2,283

解決率（％） A/C 96.898.9 99.2 97.2 98.0

処理件数合計 C（A+B） 2,2721,940 1,968 2,040

1,744

斡旋解決 219212 191 194 251

2,238

斡旋不調等件数 B 7221 16 57 45

解決件数合計 A 2,2001,919 1,952 1,983

処理結果 26年度22年度 23年度 24年度 25年度

解
決
方
法

助言（自主交渉） 1,7191,473 1,547 1,552

その他情報提供 156176 161 160 149

他機関紹介 10658 53 77 94
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

② 国の「多重債務問題改善プログラム」に基づき、消費生活センターを多重債務者相談窓口として位置づけ、対応の充実と周
    知に努めた。
  （平成２６年度　相談件数：２,２７７件　うち多重債務に関する相談件数：９５件）

③ 相談体制：消費生活相談員　４人　（嘱託職員　３人　　　臨時職員　１人）
     　                                          　週５日　 ３人体制
④ 国の消費生活相談体制等の強化策によって、県が設置した消費者行政活性化事業基金を財源とし、消費生活センターの機
    能強化を図った。
 
 　１） 弁護士相談業務委託……解決困難な相談事案に関し、相談員が弁護士に法律相談をし、的確かつ迅速な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   対応に努めた。
 　２） 消費生活相談体制強化……相談体制の増強を図るため、臨時職員を１人任用した（H２５年から継続）。
　 ３） 研修への参加……国民生活センター等が実施する研修へ参加し、相談員のレベルアップを図った。

高度化・複雑化する消費者問題に対応するため、相談員が継
続して各種研修へ参加し、知識の習得に努めるとともに、出前講
座の講師を務めることにより相談技術の向上を図り、適切な相談
業務を実施する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 消費者被害の救済の支援等を行い、相談件数における解決率
は高く、一定の成果が見られた。

また、事例等情報を提供することで消費者被害を未然に防いで
おり、相談業務が果たす役割は大きい。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

相談件数は横ばいではあるが、相談内容の高度化・複
雑化が進んでおり、社会経済活動が進展し続ける限り、
消費者トラブルは形を変えて現れるため、それらに対応
できるように、相談員の能力向上は必要不可欠である。

平成26年度相談内容のうち多く寄せられた上位10分類

分類 26年度 25年度 前年度比較

1 運輸・通信サービス 452 334 118

2 金融・保険サービス 273 282 △ 9

3 他の役務 144 100 44

4 商品一般 140 139 1

5 住居品 133 123 10

6 教養娯楽品 125 133 △ 8

7 保健・福祉サービス 123 223 △ 100

8 工事・建築・加工 110 103 7

9 食料品 103 192 △ 89

10 レンタル・リース・賃借 94 90 4

リフォーム工事　水回り修理サービス　屋根工事　外壁塗装工事

健康食品　食品の異物混入　海産物・果物の送り付け　

賃貸住宅　駐車場　レンタカー

浄水器　消火器　布団

新聞　セキュリティソフト　パソコン　タブレット端末　

エステティックサービス　医療・美容医療サービス　排水管洗浄　　

多重債務　　劇場型勧誘による社債等　　生命保険　

冠婚葬祭互助会　個人情報削除サービス　被害回復サービス

公的機関を名乗る電話・メール　インターネット通販　テレビショッピング

ワンクリック請求　架空請求メール　出会い系サイト　インターネット通信サービス
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 27　生活安全の向上を図ります

所管部・課 市民生活部　生活相談課 作成者 課長　樋口　大造

事業別行政サービス成果表

事業名 消費者啓発事業 決算書頁 236

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

消費者啓発活動・消費者教育の推進

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

9,571 △ 142

内
　
訳

事業費 2,364 2,824 △ 460 国県支出金 1,608 2,105

総 事 業 費 11,037 11,676 △ 639 一般財源 9,429

△ 497

職員人件費 8,673 8,852 △ 179 地方債

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績） 講座・講習会 ボランティア・ＮＰＯ等との連携 補助、助成、報償

<細事業１> 消費者啓発事業 細事業事業費 2,364

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

（４）２６年度の取組と成果

①講演会・講座の実施
小学生低学年から高齢者まで幅広い年齢層を対象に、自立した消費者をめざして多様なジャンルのテーマを設定し実施した。
   ・消費者月間記念講演会（５月）・・・消費者月間（５月）に川西市生活学校連合会と共催で開催。
　 ・夏休みくらしの親子講座（７月）・・・小学１・２年生の親子を対象に、金銭教育をテーマに開催。
　 ・くらしの講座（３回）・・・・・・・・・・・・・大人は知らない子どもとネットの世界、相続税・贈与税の仕組み、
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　終活のはじめ方といった、生活に密着した問題を取り上げて講座を開催。
　 ・特別企画  くらしの講座・・・・・・・・・弁護士、落語家を招いて高齢者の被害防止をテーマに開催。
 
 

②ざっくばらん！情報交換会&相談会（年３回）・・・相談を待つのではなく、地域に市相談員が出向いて、 参加者との交流により
                                                            　　　　 情報交換をするとともに、市内で多発している事例について啓発を行った。

③出前講座の実施
情報の届きにくい高齢者を支援する立場の人、社会経験の乏しい幼児・小・中学生に力点を置き、積極的な啓発に努めた。
   ５歳児（幼稚園・保育所）・小学生・中学生・自治会・老人会等
   （講師：ＮＰＯ法人Ｃ・キッズ・ネットワーク/消費者啓発グループ「アカンマン」/全国消費生活相談員協会/市消費生活相談員）

項　　目 ２６年度２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

参加人数（人） 296147 148 163 200

回数（回） 75 5 5 6

相談員
項　　目

２６年度２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

相談員
消費者
啓発

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等
計相談員

消費者
啓発

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等
計 相談員

消費者
啓発

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等
計

消費者
啓発

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等
計 相談員

消費者
啓発

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等
計

334 37 46 10 36 469

2,333 441

回数（回） 2 3145 49 4 29 33

参加人数（人） 52 1,460 1,512156 1,9102,275 2,716 386 1,5241,945 2,101 498 1,835
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

④消費者啓発記事の掲載
　 ・市広報誌に、毎号「消費生活センターだより」コーナーを設け、タイムリーな消費者問題を取り上げた。
　 ・特に、被害が多い問題については、市ホームページにおいても掲載し、注意喚起を行った。
 
⑤消費者団体等への支援
  　生活学校連合会・生活学校単位校・消費者啓発グループ「アカンマン」
　　石けん啓発、食の安全・安心、川西エコのつどい、出前講座などの活動を支援した。
 
⑤ 消費者行政活性化事業補助金の活用
 　 国の消費生活相談体制等の強化策によって県が設置した消費者行政活性化事業基金を財源とし、
 　 消費者啓発の充実強化に努めた。

効果的で効率的な消費者教育、啓発活動を進めるため、消費
生活センター広報誌特集号発行や市のホームページの活用、ま
た、地域、福祉団体、学校等への出前講座に力点を置き、各年代
層や特性を考慮した啓発方法を工夫し、実施する。各関係機関と
の連携や体制づくりを進め、体系的な消費者教育の推進を図って
いく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 消費生活センター広報誌特集号で相談窓口の周知及び相談事
例の内容を全戸配布での情報発信により広く啓発することで、消
費者トラブルの被害の拡大防止・未然防止に寄与したと考える。
また、特に消費者被害に遭いやすい高齢者の被害防止を目的
に、弁護士と落語家を招いて講座を開催し、啓発に努めた。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

あらゆる年代層の消費者に対し、効果的で効率的な消
費者教育、啓発活動が必要であるが、引き続き特に消費
者被害に遭いやすい高齢者や若年者に対する教育、啓
発を行うことが重要である。

消費者啓発グループ「アカンマン」による 

出前講座 

消費生活センターPR用自治会回覧板 各種啓発パンフレット 

消費者啓発用DVD購入

1枚

項　　目

部数等

部数等

項　　目

消費生活センターPR用
自治会回覧板の作製

市広報誌への折り込み
消費生活センター特集号の作製・配布

啓発用クリアファイル作製

2,700部702部 300部

260部 70,050部 1,500部

若者向け啓発パンフレット作製
（高校１年生・中学１年生配付用）

国民生活センター発行
「くらしの豆知識」購入

高齢者見守り用啓発パンフレット作製
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

（４）２６年度の取組と成果

特定商品の計量、電気用品・ガス用品・家庭用品・消費生活用製品表示の立入検査を行った。
文書指導や勧告書の対象となる違反はなかった。

〈計量法に基づく商品量目立入検査〉
 市民の経済生活に直接影響を及ぼす商品取引において正量取引を確保するために、小売店舗等に立入り、法で
 定める特定商品（特に正確に計量すべき消費生活の関連商品を特定商品と定めている）の内容量の検査を行う。
 
〈消費生活用製品安全法・電気用品安全法・ガス事業法・液化石油ガス法に基づく表示の立入検査〉
 規制対象商品（乳幼児用ベッド、洗濯機、ガス瞬間湯沸器、ガス漏れ警報器等々）について、法律で定める表示（安全マーク
 等）が貼付されているか等の検査を行う。
 
〈家庭用品品質表示法に基づく立入検査〉
 一般消費者が通常生活に使用する繊維製品、合成樹脂加工品、電気機械器具及び雑貨工業品について、
 品質や表示者名、連絡先等の表示の有無の検査を行う。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業１> 計量・表示適正化推進事業 細事業事業費 74

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 各法令によって立入検査の対象と定められた店舗

参考
職員数（人） 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

内
　
訳

事業費 74 96 △ 22 国県支出金 74 96

総 事 業 費 74 96 △ 22 一般財源

△ 22

職員人件費 地方債

消費者の利益の保護を目的に商品の適正な計量及び品質や取扱の適正表示についての立ち入り検査

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

施策 27　生活安全の向上を図ります

所管部・課 市民生活部　生活相談課 作成者 課長　樋口　大造

事業別行政サービス成果表

事業名 計量・表示適正化推進事業 決算書頁 236

視点・政策 02　安全安心　・　04　備える
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

＊１  検査対象は、食肉類、魚介類、野菜、惣菜等の食品
 
＊２  検査対象は、繊維製品、合成樹脂加工品、電気機械器具及び雑貨工業品で、そのうち消費者が購入の際、
 　　　品質を識別することが困難なもの
 
＊３  検査対象は、乳幼児用ベッド、乗車用ヘルメット、石油ストーブ、ガス瞬間湯沸器等、生命または身体に対して
 　　　特に危害を及ぼすおそれが多い製品で、政令で定めるもの

当該事業は消費者利益の保護に間接的ではあるが、有効であ
る。立入検査は抽出検査であるため、市内店舗を数年で網羅でき
るよう計画的に進めていく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 商品の適正な計量及び品質や取扱の適正表示の確保を目的と
した各種立入検査を行うことで、消費者利益の保護に寄与するこ
とができた。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

消費者利益の保護に不可欠な事業である。立入検査
の対象や方法等については法令で決められており、それ
に従って継続して実施していく。

立入検査店舗数

26年度22年度 23年度 24年度 25年度
9

　　　　電気用品表示 55 5 5 5
＊１　特定商品の計量 511 11 11

　　　　ガス用品表示 11 1 1 2
＊２　家庭用品品質表示 22 2 2 2
＊３　消費生活用製品表示 33 3 3 3
　　 液化石油ガス器具等表示 1- - 0 1

-270-



１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段と成果 （単位:千円）

施策 28　豊かな自然環境を次世代へ継承します

所管部・課 美化環境部　環境創造課 作成者 参事　仲下　道則

事業別行政サービス成果表

事業名 環境創造事業 決算書頁 214

視点・政策 02　安全安心　・　05　守る

環境負荷の低減と地球温暖化防止への取り組みの推進

事業コスト ２６年度 ２５年度 比較 財源 ２６年度 ２５年度 比較

48,402 △ 22,529

内
　
訳

事業費 4,594 26,802 △ 22,208 国県支出金

総 事 業 費 25,873 48,402 △ 22,529 一般財源 25,873

職員人件費 21,279 21,600 △ 321 地方債

参考
職員数（人） 2 2 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人） 1 1

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）参画と協働の主な手法（実績） 意見提出手続（パブリックコメント） アンケート その他（桜の開花観察）

<細事業１> 環境創造事業 細事業事業費 4,594

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

（４）２６年度の取組と成果

【取組】

市民が環境に関心を持ち、環境に配慮した行動を心がけるよう、様々な環境の啓発活動を行った。

主な啓発活動としては、桜の開花観察、ノーマイカーデーの呼びかけ、ライトダウンキャンペーン等を行った。

「環境の概況」により、各担当部署の様々な啓発活動の取り組みを紹介した。

審議会、専門部会で審議し、意見提出手続（パブリックコメント）等を経て、「生物多様性ふるさと川西戦略」を策定した。

低燃費軽乗用車購入費補助を実施した。

【成果】

・ノーマイカーデー実施に伴うマイカー利用率（６月・１２月実施分）
「ノーマイカーデー（６月２０日、１２月２０日）のマイカー交通量」／「ノーマイカーデー１週間前（６月１３日、１２月１３日）のマイカー交通量」

ノーマイカーデーの啓発活動は、阪神７市で統一して行っており、市内路線の阪急バス車両に啓発用バスマスクの設置やアス
テ川西南側歩行者デッキに横断幕、本庁舎に懸垂幕を設置するなどの周知を行った。

・桜開花観察

桜の開花観察を通じて地球温暖化を実感する取り組みを平成１２年から進めている。

年度 Ｈ22　 Ｈ23　 Ｈ24　 Ｈ25　 Ｈ26　

観察員数（人） 83 79 79 79 83

年度 Ｈ22　 Ｈ23　 Ｈ24　 Ｈ25　 Ｈ26　

割合（％） 101.6% 98.8% 93.3% 102.1% 97.7%
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

　

・環境に配慮した行動（※）を心がけている市民の割合

市民実感調査の結果、２５年度以降は９０％を超えている。

・低燃費軽乗用車購入費補助

（※）環境に配慮した行動の例
　〇省エネ・省資源・・・・・・・・冷暖房温度の適正化、ごみの分別など
　〇大気保全・・・・・・・・・・・・・マイカーの自粛、エコドライブ、エコカーの利用など
　〇自然保護・・・・・・・・・・・・・自然保護活動への参加、ごみを捨てたり自然をきずつけないなど

「生物多様性ふるさと川西戦略」に基づき、（仮称）生物多様性
ふるさと川西戦略推進委員会において、具体的指標の評価などＰ
ＤＣＡサイクルを進める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と協働」
の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記述し
ています。

自己評価（達成度）

２６年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 市民実感調査では、環境に配慮した行動（※）を心がけている
市民の割合が９０％を超えている。おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対
する達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２７年度以降における具体的な方向性について

本市の豊かな自然環境を次世代へ引き継ぐための指
針として、「生物多様性ふるさと川西戦略」を策定したが、
実効あるものとするため、具体的行動をＰＤＣＡサイクル
により進めていく必要がある。

年度 Ｈ22　 Ｈ23　 Ｈ24　 Ｈ25　 Ｈ26　

割合（％） 86.4 89.7 89.7 91.4 91.0

年度 Ｈ23　 Ｈ24　 Ｈ25　 Ｈ26　

件数 39 40 25 34

金額（円） 280,800 288,000 180,000 244,800
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